福山市児童発達支援等利用者負担軽減事業実施要綱

　（目的）

第１条　この事業は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第６条の２の２に規定される障害児通所支援（児童発達支援、医療型児童発達支援、居宅訪問型児童発達支援及び保育所等訪問支援に限る。以下「児童発達支援等」という。）を利用する児童の保護者に対し、利用者負担相当額の給付金を支給することにより、利用者負担の軽減を図り、障がいのある児童の早期療育を推進することを目的とする。
　（用語の定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
（1） 児童　出生の日から満３歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある者をいう。
（2） 保護者　法第６条の２の２第９項に規定する通所給付決定保護者をいう。

（対象者）

第３条　この事業により給付金を受けることができる者は、本市から児童発達支援等の支給決定を受け、現にそれを利用した児童の保護者とする。

　（給付金の額）

第４条　給付金の額は、児童が利用した児童発達支援等の利用者負担額（法第２１条の５の３第２項第２号に掲げる額。）と同額とする。
　（給付金の請求）

第５条　保護者は、福山市児童発達支援等利用者負担軽減事業請求書（別記様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて市長に提出し、請求するものとする。
（１）児童の利用実績が確認できる書類
（２）利用者負担額の支払いが確認できる書類
２　保護者は、この事業による給付金の請求及び受領に係る権限を、児童が利用した児童発達支援等を提供する事業者（以下「児童発達支援等事業者」という。）に委任することができる。
３　前項の委任を受けた児童発達支援等事業者は、利用者負担分の自治体独自助成として、広島県国民健康保険団体連合会に請求するものとする。

　（給付金の支払）

第６条　市長は、前条第１項又は第３項の規定により請求のあったときは、請求書及び添付書類を確認し、速やかに給付金を支払うものとする。
　（給付金の返還）

第７条　市長は、保護者又は児童発達支援等事業者が偽りその他不正により給付金を受けたときは、その者に給付した給付金の全部又は一部を返還させるものとする。

　（委任）

第８条　この要綱に定めるもののほか、この事業の実施に関し必要な事項は別に定める。

　
附　則

この要綱は、２０２０年（令和２年）４月１日から施行する。
附　則
　（施行期日）

１　この要綱は、２０２１年（令和３年）４月１日から施行する。

　（経過措置）

２　この要綱の施行の日前の利用に係る申請については、この要綱の規定にかかわらず、なお従前の例による。

３　この要綱の施行の日の前日までになされた処分、手続その他の行為は、この要綱の相当規定によりなされたものとみなす。
附　則
この要綱は、２０２４年（令和６年）４月１日から施行する。
